
消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等導入可能性調査業務 

公募型プロポーザル実施要項 

 

１ 委託業務の名称 

消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等導入可能性調査業務 

 

２ 委託業務の仕様等 

別紙「消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等導入可能性調査業務委託企画提案仕様書」

（以下「仕様書」という。）のとおり。 

 

３ 委託期間 

契約日から令和４年１２月２８日（水）まで 

 

４ 委託料上限額 

金１１，５９０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の規模を示すためのもの

であることに留意すること。 

 

５ 応募資格 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

 

（２） 物品等に係る競争入札に参加する者に必要な資格等（令和３年３月８日山梨県

告示第６７号）に規定する物品購入等入札参加有資格者名簿に登載されている者又

は契約までに名簿に登載見込みの者であること。 

 

（３） この公告の日から企画提案審査の日までの間に山梨県から「山梨県物品購入等

契約に係る指名停止等措置要領」に基づく指名停止を受けている日が含まれている

者でないこと。 

 

（４） 県の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当な者で

あると認められる者でないこと。 

 

（５） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立てが



なされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でな

いこと。 

 

（６） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってそ

の役員が暴力団員でないこと。 

 

（７） ＰＦＩ制度を熟知する等、本委託事業を適切に履行できる者であること。 

 

６ 応募手続等 

（１） 事務局 

〒400-8501 山梨県甲府市丸の内１－６－１ 防災新館４階 

山梨県防災局消防保安課 

電   話 ０５５－２２３－１４３０ 

電子メール shobo@pref.yamanashi.lg.jp 

 

（２） 企画提案への参加申込 

ア 提出期限：令和４年６月３日（金）午後５時（必着） 

提出は山梨県の休日を定める条例（平成元年山梨県条例第６号）に定める県の

休日（以下「県の休日」という。）を除く日の午前９時から正午まで及び午後

１時から午後５時までとする。 

イ 提 出 先：事務局 

ウ 提出方法：持参又は郵送とする。 

エ 提出書類：企画提案参加表明書（様式（１））及び誓約書（様式（２）） 

オ そ の 他：郵送により参加表明書及び誓約書を受け付けた場合には、事務局か

ら電話で確認の連絡を行うので、郵送後２日以内（土曜・日曜日を

除く）に連絡がない場合には、事務局に問い合わせること。 

 

（３） 企画提案に係る質問 

ア 受付期限：令和４年６月２日（木）午後５時（必着） 

提出は県の休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から

午後５時までとする。 

イ 提 出 先：事務局 

ウ 提出方法：電子メールとする。件名を「消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等

導入可能性調査業務に係る質問」とし、電話にてメールの受信確認

を行うこと。 
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エ 提出書類：質問書（様式（３）） 

オ そ の 他：質問に対する回答は、令和４年６月７日（火）までに企画提案参加

申込者全員に電子メールで送付する。 

 

（４） 企画提案書等の提出 

ア 提出期限：令和４年６月１３日（月）午後５時（必着） 

提出は県の休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から

午後５時までとする。 

イ 提 出 先：事務局 

ウ 提出方法：持参又は郵送とする。 

エ 提 案 数：１者１案とする。 

オ 提出部数：８部（Ａ４判） 正本１部、副本７部 

カ そ の 他：郵送により企画提案書等を受け付けた場合には、事務局から電話で

確認の連絡を行うので、郵送後３営業日以内に連絡がない場合に

は、事務局に問い合わせること。 

「仕様書」及び「消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等導入可能性調

査業務 企画提案書作成要領」に基づき企画書を作成すること。 

 

７ 企画提案等の審査 

プレゼンテーションは実施せず、消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等導入可能性調査

業務に係る公募型プロポーザル方式事業者選定等委員会において、提案のあった企画書

を書面にて比較検討し、最も優れた企画提案を提出した事業者を最優秀提案者として決

定する。 

（１） 日  程 令和４年６月中 

（２） 審査方法 書面審査 

 

８ 審査基準 

企画提案の評価項目と各項目に対する評点は、消防防災航空基地機能強化事業 PFI 等導

入可能性調査業務委託企画提案仕様書 審査基準表のとおりとし、評価の得点が最も高

い者を最優提案者とする。 

 

９ 審査結果の通知 

審査結果については、全ての企画提案者へ書面により通知するものとする。 

 

 

 



１０ 契約の締結等 

（１） 審査により最優秀提案者として決定された者を優先交渉権者として交渉を行

い、随意契約により契約を締結する。契約交渉の際、企画提案書の内容を踏まえ仕

様書を変更するものとし、合意に至った場合は、本委託業務の契約手続きを行う。 

（２） 優先交渉権者との協議が整わず契約の見込みがないときは、次点の提案者と交

渉を行い、前項に準じて契約する。 

 

１１ 企画提案の効力 

次のいずれかに該当するときは、その者の企画提案は無効とする。 

（１） 企画提案に参加する資格のない者が提案したとき 

（２） 所定の日時及び場所に企画書を提出しないとき 

（３） 同一人が二件以上の企画提案をしたとき 

（４） 企画提案に関してその他不正の行為があったとき 

（５） 見積書の金額が不明な企画提案をしたとき 

（６） その他、指示した事項及び企画提案に関する条件に違反したとき 

 

１２ その他 

（１） 提出された企画書は返却しない。なお、県は提出された書類について、本企画

提案以外の目的で提案者に無断で使用しない。 

（２） 企画提案に要する一切の経費は、提案者負担とする。 

（３） 著作権法等の法令を遵守することとし、企画書の記載が、法令に基づいて保護

されている第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提

案者が負うこととする。 

（４） 参加表明後に企画提案書の提出を辞退する場合は、辞退届出書（様式（４））を

企画提案書の提出期限までに提出すること。なお、企画提案の辞退は自由であり、

今後、当該辞退による不利益な取り扱いはしない。 


